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  （百万円未満切捨て）
１．2020年７月期の連結業績（2019年８月１日～2020年７月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2020年７月期 31,739 △14.6 1,273 △54.7 1,249 △55.5 △519 － 
2019年７月期 37,151 △1.4 2,811 △40.2 2,809 △40.6 1,473 △55.4 

 
（注）包括利益 2020年７月期 △516 百万円 （－％）   2019年７月期 1,444 百万円 （△56.4％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
2020年７月期 △26.59 － △4.3 7.5 4.0 
2019年７月期 75.52 75.35 12.3 16.5 7.6 

 
（参考）持分法投資損益 2020年７月期 － 百万円   2019年７月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
2020年７月期 16,063 11,722 72.5 594.54 
2019年７月期 17,273 12,511 71.9 636.32 

 
（参考）自己資本 2020年７月期 11,639 百万円   2019年７月期 12,425 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 
2020年７月期 1,108 △1,030 △313 6,480 
2019年７月期 3,318 △1,766 △816 6,713 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
2019年７月期 － 0.00 － 16.00 16.00 315 21.2 2.6 
2020年７月期 － 0.00 － 16.00 16.00 315 － 2.6 
2021年７月期（予想） － 0.00 － 16.00 16.00   －   
 
 
３．2021年７月期の連結業績予想（2020年８月１日～2021年７月31日） 
  （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
通期 33,500 5.5 500 △60.7 500 △60.0 200 － 10.20 

 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名） 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 

（注）詳細は、添付資料19ページ「５．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針
の変更）」をご覧ください。 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年７月期 19,783,200 株 2019年７月期 19,756,200 株 

②  期末自己株式数 2020年７月期 205,588 株 2019年７月期 228,762 株 

③  期中平均株式数 2020年７月期 19,551,565 株 2019年７月期 19,510,259 株 
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる

期中平均株式数については、「株式付与ESOP信託」及び「役員報酬BIP信託」制度において、日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口及び役員報酬BIP信託口）が保有する株式を控除対象の自己株式に
含めて算定しております。 

 
 
（参考）個別業績の概要 
  2020年７月期の個別業績（2019年８月１日～2020年７月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2020年７月期 11,937 △20.2 △191 － 1,050 △32.0 △559 － 
2019年７月期 14,955 △21.3 158 △91.1 1,544 △45.8 1,130 △51.5 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
2020年７月期 △28.62 － 
2019年７月期 57.92 57.78 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
2020年７月期 13,667 8,798 63.8 445.19 
2019年７月期 15,288 9,630 62.4 488.79 

 
（参考）自己資本 2020年７月期 8,715 百万円   2019年７月期 9,544 百万円 
 
＜個別業績の前期実績値との差異理由＞ 

 2020年７月期においては、個別業績に帰属するエンターテインメント事業の売上減少（対前連結会計年度比32.8％の減

少）により、売上高、営業利益、経常利益ともに前連結会計年度からの差異が生じております。また、関係会社の株式に

ついて評価損を計上したことにより、当期純利益につき前連結会計年度からの差異が生じております。 

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 

 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と
なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信（添付資料）４ページ「１．経営成績等
の概況（１）当期の経営成績の概況 （次期の連結業績見通し）」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当社グループは「みんなで幸せになれる会社にすること」、「今から100年続く会社にすること」を経営理念として

おります。この経営理念のもとすべての役員及び従業員が一丸となり、様々な技術領域・ビジネス領域において、イン

ターネットを通じて個人の利用者の皆様に支持・利用していただけるゲームコンテンツ、比較サイト・情報サイトやEC

サイトなどの企画・開発及び運営を行っています。具体的には、「人と人とのつながりの実現」をテーマに、世界中の

人々に娯楽を提供するゲームやツールアプリケーションの企画・開発及び運営を行う「エンターテインメント事業」、

人生のイベントや日常生活に密着し、有益な情報を提供する様々なウェブサービスの企画・開発及び運営を行う「ライ

フスタイルサポート事業」、完全組立自転車をオンラインで販売し、自宅までお届けする自転車専門通販サイトの企

画・開発及び運営を行う「EC事業」の３つの事業軸でビジネスを展開しています。 

2020年７月期は、EC事業においてフルフィルメントの改善及び新型コロナウイルス感染症の影響（以下「コロナ影

響」という。）で自転車の需要が高まり、前期比で大幅に増加するも、エンターテインメント事業において既存タイト

ルが減収し、ライフスタイルサポート事業においてコロナ影響で利用件数が減少したことにより、連結売上高は前期比

で減少しました。また、営業利益及び経常利益は、エンターテインメント事業における新規ゲームの開発費を先行して

計上したため、前期比で大幅に減少しました。また、特別損失として、第３四半期連結会計期間においてIncrements株

式会社に係るのれん、商標権の減損損失を計上したことにより、当連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失と

なりました。

 

具体的には、当連結会計年度の売上高は31,739百万円（前連結会計年度比14.6％減）、営業利益は1,273百万円（前

連結会計年度比54.7％減）、経常利益は1,249百万円（前連結会計年度比55.5％減）、親会社株主に帰属する当期純損

失は519百万円（前連結会計年度は1,473百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

 

当連結会計年度におけるセグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

 

＜エンターテインメント事業＞ 

エンターテインメント事業では、自社で開発したスマートデバイス向けゲームアプリケーション（以下「ゲームアプ

リ」という。）をApple Inc.が運営するApp Store及びGoogle Inc.が運営するGoogle Play等の専用配信プラットフォ

ームを通じて、世界中の人々に提供しております。ゲームアプリ自体は基本無料で提供しており、主な売上はユーザー

がゲームをより効率よく優位に進めるためのアイテム購入代金であります。

近年のグローバルにおけるゲーム市場環境及びユーザーニーズの変化、そして技術の進化等を踏まえ、エンターテイ

ンメント事業はスマートフォンゲーム専業から脱却し、グローバルのデジタル配信ゲーム市場（モバイルゲーム、PCゲ

ームデジタル配信、家庭用ゲームデジタル配信）全体をターゲットに、グローバルで人気のIPと連携し、展開すること

を中長期方針とし、さらなる成長を狙います。 

2020年７月期においては、引き続き既存ゲームアプリの効率的な運用を進めながら、2020年６月にクリプトン・フュ

ーチャー・メディア株式会社と協業しスマートフォン向けカジュアルゲーム「初音ミク -TAP WONDER-」を全世界でリ

リースいたしました。なお、既存ゲームアプリが引き続き減少傾向にあり、前期比で減収となりました。セグメント利

益につきましては、開発中の新規大型IPゲームの開発費を先行して計上したことにより、前期比で大幅に減少しまし

た。 

 

以上の結果、当連結会計年度におけるエンターテインメント事業の売上高は8,450百万円（前連結会計年度比32.8％

減）、セグメント利益は776百万円（前連結会計年度比49.3％減）となりました。 

 

＜ライフスタイルサポート事業＞ 

ライフスタイルサポート事業では、様々な事業領域において個人の利用者に向けてサービスを展開する事業者と提携

し、「三方よし」のサービス理念のもと、人生のイベントや日常生活に密着した比較サイト・情報サイト等様々な便利

なウェブサービスを展開しております。 

2020年７月期より、サブセグメント区分を「デジタルマーケティング支援ビジネス」と「プラットフォームビジネ

ス」の２つに変更いたしました。「デジタルマーケティング支援ビジネス」は、オウンドメディア等を通じて、提携事

業者へ見込顧客を送客するデジタルマーケティング支援を中心に、スピーディに事業を横展開できる特徴を持っていま

す。多様な事業領域におけるサービスを急速に立ち上げ、拡張させることで、収益を積み上げるビジネスモデルです。 

個人の利用者へは基本無料で提供しており、主な売上はパートナー企業に当該利用者を見込顧客として紹介すること

に対する紹介手数料及び成約報酬であります。 

従来区分の「引越し関連事業」「自動車関連事業」「ブライダル関連事業」「金融メディア事業」などが「デジタル

マーケティング支援ビジネス」に該当します。 
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「プラットフォームビジネス」はアプリケーションやウェブサイトなどを通じて情報を集めた「場」を提供し、ユー

ザーデータの蓄積と活用、そして独自価値の向上により、市場での優位性を構築し、さらにデータを活用したソリュー

ションを提供することで、価値向上のサイクルを図っていくビジネスモデルです。 

主な売上は広告収入や有料会員向けの利用料、ツールやEC等のソリューション提供によるものであります。 

現在、ヘルスケア・エンジニア領域においてプラットフォームを展開しています。 

従来区分の「その他」に含まれていた女性向け体調管理アプリ「Lalune（ラルーン）」を主軸とするヘルスケア領

域、プログラマ向け技術情報共有サービス「Qiita（キータ）」を基盤とするエンジニア領域の事業が「プラットフォ

ームビジネス」に該当します。 

 

2020年７月期は、売上高は、引越し周辺サービスとして展開していたエアコン販売のサービス撤退に加え、主にコロ

ナ影響により、前期比で減少、セグメント利益は、売上の減少に伴い、前期比で大幅に減少となりました。 

コロナ影響は、デジタルマーケティング支援ビジネス及びプラットフォームビジネスともに顕著に現れております。

デジタルマーケティング支援ビジネスにおいては、結婚式情報サイト「ハナユメ」、キャッシング・カードローン比較

サイト「ナビナビキャッシング」が大きく影響を受けています。「ハナユメ」は、緊急事態宣言を受け、対面接客を行

うウエディングデスクから、「ハナユメオンライン相談」でのオンライン接客を強化するとともに、リアルで開催して

いたブライダルイベントを「ブラフェスオンライン by Hanayume」として、業界で初めてオンラインで開催いたしまし

た。しかし、収束の見通しが依然として立たないコロナ影響により、引き続き来店者数が前期比で大幅に減少しており

ます。「ナビナビキャッシング」コロナ影響での経済活動の自粛による個人の資金需要の減少により、利用件数が大幅

に減少しました。プラットフォームビジネスにおいては、プログラマ向け技術情報共有サービス「Qiita」の広告需要

が減少したほか、立ち上げ段階にあるエンジニア向け転職支援サービス「Qiita Jobs」の事業展開に遅延が生じたもの

の、緊急事態宣言の解除を受け、少しずつ立ち直りを見せております。 

セグメント利益は主にコロナ影響が一番大きかった「ハナユメ」及び「ナビナビキャッシング」の減収により、前期

比で減少となりました。 

 

以上の結果、当連結会計年度におけるライフスタイルサポート事業の売上高は20,093百万円（前連結会計年度比

10.8％減）、セグメント利益は1,896百万円（前連結会計年度比39.5％減）となりました。

 

＜EC事業＞ 

EC事業では、東海、関東、関西３カ所に物流倉庫を構え、国内外から仕入れた200種類以上の完成品自転車を専属の

プロ整備士により整備を行い完全組立自転車としてオンラインで販売、自宅までお届けする独自性の高い自転車専門通

販サイトを展開しております。 

主な売上は自転車の販売によるものであります。 

自転車通販サイト「cyma-サイマ-」は2013年12月にサービスを立ち上げて以来、フルフィルメント（注）の強化に努

め、段階的に投資を重ねてまいりました。引き続き「自転車を買うならサイマ」というブランディングを目指しており

ます。 

 

(注)フルフィルメントとは、ネット通販における受注管理、在庫管理、ピッキング、商品仕分け・梱包、発送、代金請

求・決済処理等、通販ビジネスで最も重要なコアプロセス全般を指します。また、苦情処理・問い合わせ対応、返

品・交換対応等のカスタマーサポートや顧客データ管理等の周辺業務も含まれます。 

 

2020年７月期においては、オペレーション効率の改善及び品揃え・プライシングの見直し等が功を奏し、売上高が前

期比で大幅に増加しました。セグメント利益に関しましては、第３四半期連結会計期間以降は四半期で黒字化を実現す

るなど、収益性が大幅に改善しました。 

また、コロナ影響における、「三密」を避ける外出手段として自転車の需要が高まったことが追い風になったと考え

られます。 

 

以上の結果、当連結会計年度におけるEC事業の売上高は3,196百万円（前連結会計年度比56.0％増）、セグメント損

失は43百万円（前連結会計年度は210百万円の損失）となりました。 
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（次期の連結業績見通し） 

当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向け、2021年７月期においては、各セグメント事業の

強化・拡大を図るとともに、引き続き事業の育成に向けた投資を進めながら事業ポートフォリオの強化を図ってまいり

ます。また、在宅勤務をはじめ多様な働き方の実現に伴い、オフィス等固定費の最適化を進め、人材採用は抑制しつつ

も、引き続き人材育成及び組織体制・ガバナンスの強化に注力してまいります。 

2021年７月期の連結業績見通しにつきましては、次期以降の飛躍に向けて、底打ちの１年と考えております。 

セグメント別業績の見通しは次のとおりであります。 

「エンターテインメント事業」におきましては、引き続き「ヴァルキリーコネクト」「ユニゾンリーグ」「少女☆歌

劇レヴュースタァライト」等既存の主力タイトルの効率的な運用を進めながら、今期以降にリリースを予定している他

社との協業による新規ゲームの開発に注力してまいります。 

当セグメントの業績については、既存タイトルは現時点で想定できる費用を織り込んだ上で、直近のKPI推移を踏ま

えた売上と利益を予想し、協業による新規ゲームの開発費用を織り込んで予想しております。 

これまではゲーム開発コストを資産計上しておりましたが、現在開発中の協業による新規ゲームにつきましては、協

業スキームにより、前期に引き続き大部分を費用として計上する予定であり、営業利益に大きな影響を及ぼしておりま

す。 

「ライフスタイルサポート事業」におきましては、新型コロナウイルス感染症による事業活動への影響が引き続き想

定されるものの、サブセグメントとなるデジタルマーケティング支援事業及びプラットフォーム事業において、利用者

数の増加、利用者１人当たり売上高の向上並びに利益率の向上を図りながら、引き続きサービス間の相互送客・継続顧

客の獲得に注力してまいります。業績については、既存の各サービスの収益力、KPIの状況を踏まえ、季節要因や内外

的環境要因等を現時点で想定可能な範囲で加味して予想しております。コロナによる業績への影響も一部サービスにお

いては継続すると見込んでおります。 

「EC事業」におきましては、引き続きフルフィルメントの強化を行いながら、中長期での持続的な利益創出に向け、

抜本的な構造改革に取り組み、「自転車を買うならサイマ」というブランド認知の向上に向けて投資を実施しながら

も、通期初の黒字化を目指してまいります。業績については、各KPIの状況を踏まえ、季節要因及びコロナによるプラ

ス影響を加味しながら投資費用も織り込み予想しております。 

 

上記の将来に対する記述、以下の業績予想数値は、本資料発表日現在において当社グループが入手可能な情報に基づ

き作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要因により変動する可能性があります。 

 

 

 

 

2021年７月期通期業績見通し（2020年８月１日～2021年７月31日） 

売上高                  33,500百万円（前連結会計年度比   5.5％増） 

営業利益                   500百万円（前連結会計年度比  60.7％減） 

経常利益                   500百万円（前連結会計年度比  60.0％減） 

親会社株主に帰属する当期純利益        200百万円（前連結会計年度比   －％） 
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（２）当期の財政状態の概況 

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産） 

当連結会計年度末における総資産は16,063百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,209百万円減少いたしまし

た。これは主にのれんの減少978百万円によるものであります。 

 

（負債） 

当連結会計年度末における負債は4,340百万円となり、前連結会計年度末に比べ420百万円減少いたしました。こ

れは主に、未払金の減少140百万円によるものであります。 

 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産は11,722百万円となり、前連結会計年度末に比べ789百万円減少いたしまし

た。これは主に、利益剰余金の減少832百万円によるものであります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ233百万円

減少し、当連結会計年度末には6,480百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、1,108百万円（前連結会計年度は3,318百万円の収入）

となりました。これは主に、法人税等の支払額952百万円があったものの、減価償却費475百万円、減損損失1,253

百万円及び売上債権の減少額662百万円等の影響によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、1,030百万円（前連結会計年度は1,766百万円の支出）

となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出628百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度におけて財務活動の結果使用した資金は、313百万円（前連結会計年度は816百万円の支出）とな

りました。これは主に、配当金の支払額313百万円によるものであります。 

 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
2016年 
７月期 

2017年 
７月期 

2018年 
７月期 

2019年 
７月期 

2020年 
７月期 

自己資本比率            （％) 51.9 56.0 69.3 71.9 72.5

時価ベースの自己資本比率      （％) 389.3 408.1 273.7 126.6 101.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年) 0.6 0.1 0.1 0.0 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ  （倍) 316.2 1,113.3 1,945.7 19,158.8 1,305.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注３）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

います。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは財務基盤を強固にすること、持続的な成長に向けて新たな事業の創出に向けた先行投資を進めながら

事業ポートフォリオの強化を図っていくことが重要であると考えております。同時に、株主の皆様への利益還元も重要

であると考えており、継続的且つ安定的な株主還元を実現することを配当方針としております。 

当該方針に基づき、当連結会計年度におきましては、業績・財政状態等を総合的に判断した結果、期末配当を1株当

たり16.0円といたしました。今後も引き続き安定的な株主還元を実施してまいります。 

 

（４）事業等のリスク

以下において、当社グループの事業の状況その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記

載しております。また、リスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上重要であると考えられる事項に

ついては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から開示してまいります。当社グループは、これらのリスク発生の

可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合の迅速な対応に努める方針であります。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、別段の記載がない限り、当連結会計年度末現在において当社グループ

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。また、将来において発

生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。 

 

（1）事業環境に関するリスク 

 当社グループの事業領域であるモバイルゲーム市場及びインターネット市場はスマートフォンの普及、インタ

ーネット利用者の増加により高度な成長を続けてまいりました。 

 このような傾向は今後も継続すると考えておりますが、今後市場の成長スピードが鈍化した場合、また、景況

感の悪化や実際の景気変動の影響を受けた場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

（2）事業に関するリスク 

① 競合について 

 当社グループは、インターネットを使った様々なコンテンツやサービスを提供しております。競争力向上の

ため、特色あるコンテンツの提供や最適なユーザビリティを追求したインターネットサイトの構築に努め、サ

ービスの多様化、カスタマーサポートの充実等に取り組んでおります。 

 しかし、類似サービスを提供する企業や新規参入者との競合が激化することにより、当社グループの事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 提携先（プラットフォーム運営事業者、業務提携先）との関係について

 当社グループのエンターテインメント事業では、Apple Inc.が運営するApp Store及びGoogle Inc.が運営す

るGoogle Play等、ゲームアプリを配信する専用のプラットフォームを介して利用者にコンテンツを提供してお

り、当該プラットフォーム運営事業者に対して、回収代行手数料、システム利用料等を支払い、コンテンツ利

用者からの売上回収を委託しております。 

 また、当社グループは、海外のゲームパブリッシャー等と業務提携を行っており、売上にはこれら業務提携

先と分配される収益が含まれます。一方、ライフスタイルサポート事業の売上には、サービス提携事業者に見

込顧客の紹介や広告掲載を対価とする手数料収入や広告売上が含まれます。当社グループは、提携先との契約

を遵守し、友好的な関係を維持するよう努めるとともに、特定の提携先に過度に依存しないよう、提携先やサ

ービスのポートフォリオバランスを考慮した経営を心掛けております。しかしながら、提携先の方針又は事業

戦略の変化、或いは料率の変更又は提携解消等が生じた場合、当社グループの業績や事業展開に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

③ 為替による影響について

 当社グループのエンターテインメント事業では、一部において海外向けのアプリケーションを配信専用のプ

ラットフォームや海外現地のパブリッシャーを介して海外の利用者にコンテンツを提供しており、販売したコ

ンテンツ内のアイテム等の売上は海外のプラットフォーム運営事業者を通じて現地の通貨にて回収されます。 

 また、当社グループのEC事業では、中国を中心とした海外メーカーから商品（完成自転車及びパーツ）を輸

入しております。今後、当社グループ全体における外貨の収支のバランスを勘案しつつ、必要に応じて為替予

約取引等による為替影響の適正化に努めてまいりますが、外国為替市場の大幅な変動等により損失が発生し、

当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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④ 売掛金の回収について 

 当社グループは事業・サービスの展開において様々な事業者と取引を行っております。それらの事業者はそ

れぞれがおかれる市場環境・競合の状況等により、事業戦略の見直し、撤退や他社との事業統合等の経営判断

を行う可能性があります。そのため、当社グループは安定的且つ健全な事業運営を継続できる事業者とパート

ナーシップを組むよう努めておりますが、今後、上記の理由等により事業者の事業継続に支障が生じた場合等

には当該事業者に関わる売上代金の回収遅延、回収不能が生じる虞れがあります。このような場合、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 商品の品質管理について 

 当社グループのEC事業では、国内・海外（主に中国）より自転車及びパーツを仕入れ、利用者より注文を受

けて付加的な組立・整備を実施の上、利用者へ配送を致します。当該組立・整備上の直接的・間接的な原因、

或いは瑕疵により販売した自転車による利用者や第三者の事故、負傷等が発生した場合、当社グループはその

損害賠償又は補償を求められる可能性があります。 

 また、一部商品においては、当社仕様としてメーカーに製造委託し、輸入・購入・販売をしているため、製

造物責任法（PL法）の適用を受ける可能性があります。それら当社仕様商品の企画発注に関しましては、国

内・海外のいずれにおいても日本工業規格（JIS規格）適合を条件とし、高品質な部品の調達、信頼性あるメー

カーの選定を行っております。サンプル商品の仕様詳細のチェックをはじめ、完成品出荷時の最終点検及び全

般にわたる品質機能検査を義務付けるとともに、製造委託先との連携を深め、必要に応じて自ら立会検査を行

う等によって品質管理の徹底を図ってまいります。 

 さらに、不測の事態に備え、製造物責任賠償についてはPL保険に加入しておりますが、製造物責任を伴う事

故が発生した場合、損害賠償額以外に、製品の回収、交換・補修、設計変更等のコストの発生や当該事故によ

り、事業ないし当社グループの社会的評価が低下する恐れがあります。この結果、当社グループの業績及びサ

ービスのブランドイメージに影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 投資育成及びM&A（企業買収等）について

 当社グループは、高い成長力を持つ企業を早期から育成・支援することを目的にベンチャー投資及び投資事

業有限責任組合（ファンド）への出資を行っております。当該出資等が対象とする未公開企業は、市場環境の

変化並びに開発能力、経営管理能力の不足等、将来性に対する不確定要素を抱えており、これら不確定要素の

現出により期待した成果を上げることができず業績が低迷、悪化した場合には、これらの投資が回収できず、

当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 また、投資育成に加え、事業の成長及び拡大を目指すため、M&Aも実施する方針です。M&Aに当たっては、そ

の対象企業について事前に財務内容等の審査に努め、リスクを検討したうえで進めてまいりますが、買収後にg

偶発債務の発生や認識債務の判明等事前の調査で把握できなかった問題が生じる場合やM&A後の事業展開が計画

通りに進まない場合には、当社グループの業績、財政状態等に影響を与える可能性があります。 

 

（3）固定資産の減損等に関するリスク

 当社グループのエンターテインメント事業では、ゲームの開発に係る人件費、外注費等を連結貸借対照表に資

産として一部計上し、適正な年数に亘り減価償却を行っております。 

 しかし、ゲームによっては期待する成果が得られず、資産の収益性が低下して想定した期間内での投資額の回

収が見込めなくなる事態が発生することがあります。その場合、当該資産の帳簿価額にその価値の下落を反映さ

せる手続きとして、減損処理を行う可能性があります。この結果、当社グループの業績に影響を及ぼし、実績が

期初に発表した業績予想と乖離する可能性があります。 

 

（4）組織体制に関するリスク

① 特定経営者への依存について

 当社代表取締役社長は当社グループの創業者であり、また、技術者としての豊富な経験を有していることか

ら、当社グループの設立以来成長を支え、経営戦略等多岐にわたり極めて重要な役割を果たしております。当

社グループは、同氏に過度に依存しない経営体制の構築に努めておりますが、何らかの理由により、同氏が経

営に参画できなくなった場合、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 人材の確保、育成について

 当社グループにおいて、今後事業拡大や企業運営を円滑に遂行していく上で、優秀な人材を確保することが

極めて重要であります。しかしながら、必要な人材を適時適切に確保できない場合、又は社内の有能な人材が

流出した場合には、経常的な業務運営や事業展開に支障が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 
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③ 内部管理体制について 

 当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、事業規模の拡大に合わせて経営基

盤の強化を継続的に進めていくとともに、より効率的且つ適正な経営を行う為の組織体制の強化を図るために

組織再編・内部統制管理体制の整備・充実を推進していく方針であります。 

 しかし、事業の急速な拡大に対して、十分な内部統制管理体制の構築が追い付かない場合、当社グループの

業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ コンピューターシステムや通信ネットワークについて

 当社グループの事業は、モバイル端末やPC等のコンピューターシステムを結ぶ通信ネットワークにより、利

用者にサービスを提供しております。システムの安定的な稼働を図るためにサーバーの分散化・定期的バック

アップ・稼働状況の監視等により、システムトラブルの未然防止又は回避に努めております。しかしながら、

不測の事故（社内外の人的要因によるものを含む）等により通信ネットワークの切断や支障が発生した場合に

は、当社グループの事業及び業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの運営する各サイト等へのアクセスの急激な増加によるサーバーの過負荷や電力供給の

停止等不測の様々な要因によって、システムが作動不能に陥った場合、サービスが停止する可能性がありま

す。この結果、当社グループの業績及びサービスのブランドイメージに影響を及ぼす可能性があります。 

 

（5）コンプライアンスに関するリスク

① 法的規制について

 当社グループは運営事業領域に適用される法令を厳正に遵守し、特にインターネットを介した情報漏洩・情

報の不正取得・ウイルス感染防止に関する取組みを強化しております。しかし、これらを防止するための新た

な法的規制や業界の自主規制の状況や内容によっては、今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、社会情勢等により、新たな法規制の制定、法解釈の変更がなされ、将来において当社グループが提供

するコンテンツやサービスが法的規制等の影響を受けることとなった場合、当社グループの業績及び企業イメ

ージに影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 知的財産権について

 当社グループは、運営サイト及びサービス名称等について積極的に商標登録の取得に努めるとともに、第三

者の知的財産権を侵害しないよう十分な注意を払っております。また、当社グループが提供するサービスにお

いて、当社グループが所有する知的財産権を第三者に使用許諾する場合や、第三者の所有する知的財産権の使

用許諾を受ける場合があり、その場合は使用許諾契約の締結等による管理体制を強化しております。 

 しかしながら、知的財産権の範囲や契約条件の解釈の齟齬等により、認識外で第三者の知的財産権を侵害し

た場合、当社グループは第三者から知的財産権侵害の訴訟、使用差止請求等を受ける可能性があります。その

結果、解決に多額の費用と時間がかかり、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

③ 個人情報の管理について

 当社グループは、提供するサービスやコンテンツの利用者の個人情報を取得する場合があります。個人情報

の外部漏洩・改ざん等の防止のため、個人情報の取扱いに際し業務フローや権限体制を徹底し、「個人情報の

保護に関する法律」に従い厳正な管理を行っております。 

 しかしながら、コンピューターウィルス、不正侵入や故意又は過失の事態により、個人情報の漏洩や不正使

用等のトラブルが発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や当社グループに対する信頼損失及び企業イ

メージの悪化等により、当社グループの業績や事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 
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④ サービスの安全性及び健全性について 

 当社グループが提供するサービスコンテンツは、不特定多数の個人利用者が、利用者間において独自にコミ

ュニケーションを取ることができます。青少年保護、健全性維持・向上のため、利用規約において不適切な利

用の禁止を明示し、モニタリングを常時行い、規約違反者に対しては、改善の要請や退会の措置を講じる等の

対応を行うことで、サービスの安全性及び健全性の確保に努めております。しかしながら、コンテンツ利用者

が急速に拡大し、利用者のコンテンツ内における行為を完全に把握することが困難となり、利用者の不適切な

行為に起因するトラブルが生じた場合には、利用規約の内容にかかわらず、当社グループが法的責任を問われ

る可能性があります。また、法的責任を問われない場合においても、コンテンツのブランドイメージの悪化等

により当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 訴訟等について 

 当社グループは、法令遵守を基本としたコンプライアンスの推進により、法令違反等の防遏に努めておりま

す。しかしながら、当社グループの役員、従業員の法令違反等の有無にかかわらず、利用者、取引先、その他

第三者との不測のトラブル、訴訟等の発生及び上記知的財産権、個人情報、サービスの安全性及び健全性につ

いても訴訟のリスクがあるものと考えております。 

 かかる訴訟の内容及び結果によっては、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。ま

た、多大な訴訟対応費用の発生や企業イメージの悪化により、当社グループの業績及び事業展開に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

（6）災害・感染症の拡大・事故等に関するリスク

 地震、台風、津波等の自然災害、火災、停電、国際紛争、又は新型コロナウイルス感染症を含む伝染病の拡大

等が発生した場合、当社グループの事業運営に深刻な影響を及ぼす可能性があります。当社グループのサービス

展開地域において大規模な自然災害等が発生した場合には、止むを得ずサービスの提供を一時的に停止する可能

性があります。また設備の損壊や電力供給の制限等、事業継続に支障をきたす事象が発生した場合、各種災害や

国際紛争等による物的・人的損害が甚大である場合には事業の継続自体が困難又は不可能となる可能性がありま

す。このような事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社エイチーム）及び連結子会社８社によって構成され 

ております。

なお、報告セグメントにつきましては、「人と人とのつながりの実現」をテーマに、世界中の人々に娯楽を提供する

スマートデバイス向けゲームやツールアプリの企画・開発及び運営を行う「エンターテインメント事業」、人生のイベ

ントや日常生活に密着し、有益な情報を提供する比較サイト・情報サイトなど、様々なウェブサービスの企画・開発及

び運営を行う「ライフスタイルサポート事業」、そして完全組立自転車をオンラインで販売し自宅までお届けする利便

性を実現する自転車専門通販サイトの企画・開発及び運営を行う「EC事業」の３つの事業軸でビジネスを展開しており

ます。 

３事業とも原則内製開発しており、企画から運営に至るノウハウを自社内に蓄積し、さまざまなサービスの展開に 

活かしております。

 

会社名 セグメント 主な事業内容 当社との関係 

株式会社エイチーム 
エンターテインメント事業 

EC事業 

スマートデバイス向けゲーム・ツー

ルアプリの企画・開発及び運営 

自転車通販サイトの企画・開発及び

運営 

－ 

株式会社エイチームブライズ ライフスタイルサポート事業 
デジタルマーケティング支援ビジネ

ス 
連結子会社 

株式会社エイチーム引越し侍 ライフスタイルサポート事業 
デジタルマーケティング支援ビジネ

ス 
連結子会社 

株式会社エイチームコネクト ライフスタイルサポート事業 
デジタルマーケティング支援ビジネ

ス 
連結子会社 

株式会社エイチームライフ 

スタイル 
ライフスタイルサポート事業 

デジタルマーケティング支援ビジネ

ス、プラットフォームビジネス 
連結子会社 

株式会社エイチームフィナジー ライフスタイルサポート事業 
デジタルマーケティング支援ビジネ

ス 
連結子会社 

Increments株式会社 ライフスタイルサポート事業 プラットフォームビジネス 連結子会社 
 
                                            他、連結子会社２社 

当社事業のビジネスイメージ 
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３．経営方針

会社の経営の基本方針 

 当社グループは「みんなで幸せになれる会社にすること」、「今から100年続く会社にすること」を経営理念に、イ

ンターネットを軸としたさまざまな技術領域・ビジネス領域において、PCやスマートデバイスを通じて利用者の皆さま

に、継続的に支持・利用していただけるコンテンツ・サービスを提供することを基本方針としております。

 強みであるデジタルマーケティングノウハウ、ビジネス展開戦略及び技術力を活かし、特徴の異なる複数の事業を並

行して手掛けることにより、経営の安定性を高める事業ポートフォリオを構築しています。安定性と継続成長性を兼ね

備えたライフスタイルサポート事業で経営基盤の安定化を図り、爆発的な成長が期待できるエンターテインメント事業

でさらなる成長を目指します。そして、新たなチャレンジとして、EC事業を通じて新収益源の創出を目指します。

 エンターテインメント事業におきましては、これまでは、スマートフォン向けの自社オリジナルゲームを開発し、国

内を主軸にしながら海外展開を積極的に推進してまいりましたが、市場環境の変化等を踏まえ、今後はグローバルで人

気のあるIP（知的財産権）と提携し、グローバル展開に舵を切り、スマートフォンのみならず、PCゲームデジタル配

信、家庭用ゲームデジタル配信を含むデジタル配信ゲーム市場全般を視野に入れながら、新たなステージへまい進して

いく方針です。 

 ライフスタイルサポート事業におきましては、就職、結婚、出産、介護、葬儀など、ゆりかごから墓場まで、人生の

イベントや日常生活をより豊かに、より便利にするサービスを提供します。 

 EC事業におきましては、「cyma -サイマ-」は、「いい自転車を、もっと手に入れやすく。」をコンセプトに、お客

様の利便性の向上と業界の発展を両立できる自転車専門通販サイトを目指します。 

 今後も「ITにできることを、次々と。」をテーマに、新しいビジネスに挑戦し、持続的な成長及び企業価値の向上を

目指してまいります。

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループを取り巻く経営環境や事業展開の状況等を総合的に勘案し、会計基準につきましては日本基準を適用 

しております。

 なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、内部環境、外部環境並びに当社グループとしての経営戦略を総合的に考慮

し、今後、適切な検討を行っていく方針であります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(2019年７月31日) 

当連結会計年度 
(2020年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,713 6,480 

受取手形及び売掛金 3,503 2,841 

商品 332 326 

貯蔵品 27 22 

その他 997 1,464 

貸倒引当金 △31 △4 

流動資産合計 11,543 11,130 

固定資産    

有形固定資産    

建物 1,844 1,760 

減価償却累計額 △520 △649 

建物（純額） 1,323 1,110 

工具、器具及び備品 771 754 

減価償却累計額 △386 △500 

工具、器具及び備品（純額） 385 254 

その他（純額） 2 19 

有形固定資産合計 1,711 1,384 

無形固定資産    

のれん 978 － 

ソフトウエア 398 273 

ソフトウエア仮勘定 13 203 

その他 131 － 

無形固定資産合計 1,522 477 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,232 1,763 

繰延税金資産 444 479 

敷金及び保証金 795 819 

その他 32 18 

貸倒引当金 △10 △10 

投資その他の資産合計 2,495 3,070 

固定資産合計 5,729 4,932 

資産合計 17,273 16,063 
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    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(2019年７月31日) 

当連結会計年度 
(2020年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 285 454 

未払金 2,380 2,240 

未払法人税等 472 384 

販売促進引当金 189 146 

株式給付引当金 40 38 

その他 661 583 

流動負債合計 4,031 3,847 

固定負債    

繰延税金負債 40 － 

資産除去債務 488 492 

その他 201 1 

固定負債合計 730 493 

負債合計 4,761 4,340 

純資産の部    

株主資本    

資本金 836 837 

資本剰余金 830 831 

利益剰余金 11,223 10,391 

自己株式 △438 △397 

株主資本合計 12,452 11,663 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △26 △26 

為替換算調整勘定 △0 3 

その他の包括利益累計額合計 △26 △23 

新株予約権 85 82 

純資産合計 12,511 11,722 

負債純資産合計 17,273 16,063 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2018年８月１日 
 至 2019年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2019年８月１日 

 至 2020年７月31日) 

売上高 37,151 31,739 

売上原価 7,518 7,654 

売上総利益 29,632 24,084 

販売費及び一般管理費 26,820 22,811 

営業利益 2,811 1,273 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取手数料 22 20 

助成金収入 11 8 

その他 7 8 

営業外収益合計 42 37 

営業外費用    

支払利息 0 0 

投資事業組合運用損 16 2 

為替差損 19 16 

支払手数料 7 － 

新型コロナウイルス感染症による損失 － 35 

その他 1 6 

営業外費用合計 45 62 

経常利益 2,809 1,249 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 5 

特別利益合計 － 5 

特別損失    

減損損失 300 1,253 

投資有価証券評価損 155 － 

特別損失合計 455 1,253 

税金等調整前当期純利益 2,354 0 

法人税、住民税及び事業税 972 705 

法人税等還付税額 － △122 

法人税等調整額 △91 △62 

法人税等合計 880 520 

当期純利益又は当期純損失（△） 1,473 △519 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
1,473 △519 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2018年８月１日 
 至 2019年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2019年８月１日 

 至 2020年７月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 1,473 △519 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △26 △0 

為替換算調整勘定 △2 3 

その他の包括利益合計 △29 2 

包括利益 1,444 △516 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,444 △516 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2018年８月１日 至 2019年７月31日） 

          （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 835 829 10,383 △481 11,566 

当期変動額          

新株の発行 0 0     1 

剰余金の配当     △633   △633 

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,473   1,473 

自己株式の処分       43 43 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）          

当期変動額合計 0 0 840 43 885 

当期末残高 836 830 11,223 △438 12,452 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 － 2 2 85 11,655 

当期変動額          

新株の発行         1 

剰余金の配当         △633 

親会社株主に帰属する
当期純利益 

        1,473 

自己株式の処分         43 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△26 △2 △29 － △29 

当期変動額合計 △26 △2 △29 － 856 

当期末残高 △26 △0 △26 85 12,511 
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当連結会計年度（自 2019年８月１日 至 2020年７月31日） 

          （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 836 830 11,223 △438 12,452 

当期変動額          

新株の発行 1 1     2 

剰余金の配当     △312   △312 

親会社株主に帰属する
当期純損失（△） 

    △519   △519 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分       40 40 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

         

当期変動額合計 1 1 △832 40 △789 

当期末残高 837 831 10,391 △397 11,663 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 △26 △0 △26 85 12,511 

当期変動額          

新株の発行         2 

剰余金の配当         △312 

親会社株主に帰属する
当期純損失（△） 

        △519 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         40 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△0 3 2 △3 △0 

当期変動額合計 △0 3 2 △3 △789 

当期末残高 △26 3 △23 82 11,722 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2018年８月１日 
 至 2019年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2019年８月１日 

 至 2020年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,354 0 

減価償却費 620 475 

減損損失 300 1,253 

のれん償却額 130 97 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22 △26 

販売促進引当金の増減額（△は減少） 199 △43 

株式給付引当金の増減額（△は減少） △3 △2 

受取利息 △1 △0 

支払利息 0 0 

為替差損益（△は益） 3 1 

投資有価証券売却損益（△は益） － △5 

投資有価証券評価損益（△は益） 155 － 

投資事業組合運用損益（△は益） 16 2 

助成金収入 △9 △8 

売上債権の増減額（△は増加） 624 662 

たな卸資産の増減額（△は増加） 319 11 

仕入債務の増減額（△は減少） △123 171 

未払金の増減額（△は減少） 4 △113 

預り保証金の増減額（△は減少） － △200 

その他 124 △223 

小計 4,737 2,053 

利息の受取額 1 0 

利息の支払額 △0 △0 

法人税等の支払額 △1,429 △952 

助成金の受取額 9 8 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,318 1,108 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △308 △145 

無形固定資産の取得による支出 △270 △310 

投資有価証券の売却による収入 － 5 

投資有価証券の取得による支出 △1,100 △628 

敷金及び保証金の差入による支出 △132 △41 

敷金及び保証金の回収による収入 34 8 

その他 11 81 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,766 △1,030 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △100 － 

長期借入金の返済による支出 △86 － 

株式の発行による収入 1 2 

自己新株予約権の取得による支出 － △3 

配当金の支払額 △632 △313 

その他 － △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △816 △313 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 729 △233 

現金及び現金同等物の期首残高 5,984 6,713 

現金及び現金同等物の期末残高 6,713 6,480 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

国際財務報告基準（IFRS）を適用している在外連結子会社は、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号「リー

ス」を適用しております。

これに伴い、借手のリース取引については、原則すべてのリースについて使用権資産及びリース債務を認識する

とともに、使用権資産の減価償却費とリース債務に係る支払利息を計上しております。本基準の適用にあたって

は、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しており

ます。

なお、この適用による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微です。

 

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、事業部門を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「エンターテインメント事

業」、「ライフスタイルサポート事業」及び「EC事業」の３つを報告セグメントとしております。「エンターテイン

メント事業」は主にスマートデバイス（スマートフォン及びタブレット端末）向けゲームやツールアプリケーション

の企画・開発及び運営を、「ライフスタイルサポート事業」は、人生のイベントや日常生活に密着し、有益な情報を

提供する比較サイト・情報サイトなど、様々なウェブサービスの企画・開発及び運営を、「EC事業」は、完全組立自

転車をオンラインで販売し、自宅までお届けする自転車専門通販サイトの企画・開発及び運営を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計方針と概ね同一

であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2018年８月１日 至 2019年７月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

連結損益計
算書計上額
（注）２  

エンターテ
インメント
事業 

ライフスタ
イルサポー
ト事業 

EC事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 12,577 22,525 2,048 37,151 － 37,151 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － － 

計 12,577 22,525 2,048 37,151 － 37,151 

セグメント利益又は損失（△） 1,532 3,137 △210 4,460 △1,648 2,811 

その他の項目            

減価償却費 396 157 8 562 57 620 

のれん償却額 － 130 － 130 － 130 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額1,648百万円は、報告セグメントに帰属しない全社費用であります。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。 

 

- 19 -

株式会社エイチーム（3662） 2020年７月期 決算短信



当連結会計年度（自 2019年８月１日 至 2020年７月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

連結損益計
算書計上額
（注）２  

エンターテ
インメント
事業 

ライフスタ
イルサポー
ト事業 

EC事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 8,450 20,093 3,196 31,739 － 31,739 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － － 

計 8,450 20,093 3,196 31,739 － 31,739 

セグメント利益又は損失（△） 776 1,896 △43 2,629 △1,356 1,273 

その他の項目            

減価償却費 249 141 6 396 78 475 

のれん償却額 － 97 － 97 － 97 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額1,356百万円は、報告セグメントに帰属しない全社費用であります。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。 
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度 

（自 2018年８月１日 
至 2019年７月31日） 

当連結会計年度 
（自 2019年８月１日 
至 2020年７月31日） 

１株当たり純資産額 636.32円 594.54円 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

（△） 
75.52円 △26.59円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 75.35円 －円 

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り当期純損失であるため、記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

（自 2018年８月１日 
至 2019年７月31日） 

当連結会計年度 
（自 2019年８月１日 
至 2020年７月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失    

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失（△）（百万円） 
1,473 △519 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）（百

万円） 

1,473 △519 

普通株式の期中平均株式数（株） 19,510,259 19,551,565 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 

（百万円） 
－ － 

普通株式増加数（株） 45,157 － 

（うち新株予約権（株）） (45,157) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

第５回新株予約権  69,000株 

第７回新株予約権 500,000株 

第８回新株予約権 800,000株 

第４回新株予約権   6,000株 

第５回新株予約権  69,000株 

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損

失の算定上の基礎となる期中平均株式数については、「株式付与ESOP信託」及び「役員報酬BIP信託」制度にお

いて、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口及び役員報酬BIP信託口）が保有する株式

（前連結会計年度 期末193,200株、期中平均195,323株 当連結会計年度 期末170,000株、期中平均171,965株）

を控除対象の自己株式に含めて算定しております。 

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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